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個人情報を漏えいした企業に対す

る消費者の視線や態度は、より厳し

くなってきたようです。N RIセキュア

テクノロジーズが実施した「個人情

報保護に関する消費者意識調査

2005」からは、企業の個人情報に対

する、さらなる厳格な管理体制が求

められるとの結果となりました。

漏えい後の誠実な対応が
消費者離れを防ぐ

自分の個人情報を企業が漏えい

し、その後の対応が不誠実な場合、

消費者の８割は、その企業のサービ

ス会員をやめる、もしくは６割がそ

の企業ブランドから離れる意向を

示しています。また、不誠実な企業

に対する態度は前年より厳しさを増

しているようです。図❶

実際に、過去１年間で個人情報を

漏えいされた経験のある消費者は、

約４割がサービス利用を中止してい

ました。ただし、漏えい後の企業の

対応次第で、消費者離れを食い止め

ることはできそうです。図❷

個人情報漏えいに対する損害賠

償・慰謝料を請求する場合の、平均

想定金額は右のとおり。図❸ クレ

ジットカード番号や銀行口座番号で

はおよそ170万円を超えますが、前

年調査に比べると、請求金額には減

少傾向が見られました。
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※「個人情報保護に関する消費者意識調査」は、NRIセキュアテクノロジーズが企業や公的機関
のセキュリティ推進のために自主的な活動として2003年から毎年実施しています。今回調査は
2005年９月にWebアンケートにより実施しました（回収サンプルは2000）。

図❶ 情報漏えいされた場合にとる行動

会員をやめる

その企業の製品は買わないようにする

電話やメールで抗議する
メールで詳細を確認する
電話をかけ、詳細を確認する
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図❷ 個人情報漏えいを経験した人の対応とその理由

サービスの利用を
中止した理由

① 再び個人情報を漏えいされ
る懸念があるから─58.5％

② もともとあまり利用して
いないサービスだから─
40.4％

③ サービス提供者に対する抗
議の手段として─34.0％

④ ほかにも同様のサービスが
あるから─20.2％

⑤ 漏えい後のサービス提供
者の対応が悪かったから─
14.8％

サービスを引き続き
利用している理由

① 漏えいされた個人情報は
気にならない程度のもの
だったから─38.6％

② ほかのサービスに切り替え
ると、いろいろなサービス
についても変更手続きを行
う必要があり、面倒だから
─29.0％

③ 漏えい後のサービス提供
者の対応がよかったから─
27.6％

④ ほかに変えてもどうせ同じ
だから─26.9％

⑤ サービス利用停止の手続
きが面倒だから─13.8％

① 再び個人情報を漏えいされ
る懸念があるから─58.5％

② もともとあまり利用して
いないサービスだから─
40.4％

③ サービス提供者に対する抗
議の手段として─34.0％

④ ほかにも同様のサービスが
あるから─20.2％

⑤ 漏えい後のサービス提供

サービスを
引き続き
利用している

60.7％

サービス
の利用を
中止した

39.3％

N＝239
赤字は企業の対応そのものの姿勢を問うもの
黒字はそれ以外のもの

図❸ 個人情報漏えいに対する
 損害賠償・慰謝料の
 平均請求想定額　

クレジットカード番号 1,866

銀行の口座番号 1,767

顔写真 1,189

有料サイトの会員ID 800

収入 721

病歴、既往症 671

家族構成や家族の氏名 539

住所と氏名 397

職業・会社名 368

携帯電話の番号 357 （千円）

※


